
コモンロー的発展に欠けた
「不幸な出発」

昨年、国会に提出された個人情報の保護に関する法律案が、今年の通常国会で報道の自由を制約するとのメディアの批判を受け、
再び継続審議となった。この法案をめぐる問題の本質はどこにあるのか。東京大学名誉教授・奥平康弘氏にご意見をうかがう。

奥平康弘氏 東京大学名誉教授

リカは、すでに1970年代からコンピュー

タをはじめとする技術革新によって今後

社会の情報化が極度に進んでいくこと、

そして、それをめぐってさまざまな問題が

発生するであろうことを予見し、対応す

るべく官民ともに動いていました。

日本はといえば、1980年代、1990年代

を通じてなすべきことは少なからずあっ

たにもかかわらず、政府あるいは与党は

必ずしも十分にその問題を意識してい

ない、もしくは対応しようとしてないとい

う印象を、私は受け続けていました。

── 例えば、どのようなことを

なすべきだったのでしょうか？

奥平 何より政府が保有する

情報を開示することです。世界

を見れば、政府は情報公開に積

極的に対応していくべきとの考え

方はすでに1980年代にはかなり成

熟していましたが、その間日本では、

時期尚早であるとか、スウェーデン

やニュージーランドのよう

な規模の国なら

可能でも、日本

のように大規模かつ複雑な社会では並

大抵のことでは実現できない、というよう

な言い方をもって議論を回避していた面

がありはしないかということです。また、

情報開示のシステムを構築すると同時

に、いわば車の両輪として、プライバシー

を保護するシステムの構築を進めるべき

ことは、諸外国の取り組みを見ても明ら

かであったはずです。ところが1980年

代、日本でそれに真摯に取り組んだのは

一部の自治体であって、中央政府はそ

れを一種の実験のように眺めていた時期

があったのではないでしょうか。

しかし、そこに国際的なプレッシャーが

かかり始める。1980年には、プライバシー

保護と個人データの国際流通について

のガイドラインに関するOECD理事会勧

告が示されます。EUもこの問題につい

て積極的に動き、近年、個人情報の保護

レベルが十分でない第三国への個人情

報の移転を制限するとの方針を打ち出

しました。そういう流れの中、国内法制

の整備を進めなければ、各国から情報

がスムースに流れてこない事態が予測

されるに至ったわけです。

そこで日本政府も、1988年には、「行

政機関の保有する電子計算機処理に

係る個人情報の保護に関する法律」※1

を公布して、電算処理された個人データ

非常に不幸な出発

── 昨年の通常国会に提出された個

人情報保護法案がさらに継続審議とな

りました。この法案についての所感をう

かがいたいと思います。

奥平 成り立ちにおいて、この法律は非

常に不幸な出発をした。それが私の認

識です。

日本において情報化社会の到来が喧

伝されるようになった

のは1980年代以

降ですが、諸

外国、典型

的にはアメ
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については対応した。しかし、紙ベース

を含めた情報の公開について中央政府

の開示請求に対応する法律体系ができ

るのは、さらに相当の期間を経て、1999

年の情報公開法※2の成立を待たなけれ

ばなりませんでした。

ところが一転、その頃から一気呵成に

事態が進みだします。1999年には国民

すべてに11桁の番号を付ける改正住民

基本台帳法※3が成立する。「国民総背

番号制」という批判は、そこに内在する

政治・行政による管理思想に対する不安

の現れであったはずですが、気が付く

と、住民基本台帳ネットワーク（以下、住

基ネット）を今年8月に稼働することが、

あたかも当然のごとく日程に上がり、そ

してこれを実行するために、個人情報保

護法制の仕組みをつくろうと、住基ネット

のスタートに合わせようと慌ただしく動き

始めた。どうしてもそういう印象があります。

その慌ただしさの背景に、IT社会の

進展に遅れてはならないという意識、国

家による情報産業の育成・振興策があり

ました。端的に言えば、内需的を創出す

るための経済政策の一環という側面が

あったはずです。

個人データの利用と保護はヴァーサ

スの関係にあります。しかもITの発展に

よって、利用の可能性はほとんど不可能

なことがないほどに拓かれている。技術

的な側面からすれば、その可能性を追

及しないのは惜しいということになり、そ

の議論も有用性にウエイトが置かれるこ

とになる。保護とのバランスを逸した結

論に伴う社会的危険性についてはあえ

て指摘するまでもありません。

標準装備の基本法

── 「幸福な出発」があったとすれ

ば、それはどのようなかたちでしょうか？

奥平 政府はいかなる民間業者より、は

るかに広範で、密度の高い個人情報を

保有しています。換言すれば、行政責任

を全うするためには、個人情報を含めた

豊富な情報を持ち、それを処理できる能

力を備えていなければならないというこ

とです。であれば、率先して情報公開と

プライバシー保護について一歩踏み出

すべきだったということです。

まず政府の責任において、情報の開

示と保護についてモデルを示し、一般法

として立法する。それを施策し、プラクティ

スを重ねていく中で、基本原則の実行の

仕方であるとか、基本原則をブレークダ

ウンした具体的義務、開示請求の方法

などについて議論を深めていく。それを

もとに医療情報や金融機関の信用情報

など民間における個人情報の利用と保

護という各論について議論していく。そ

ういうステップ・バイ・ステップで進めてき

たなら、今とは相当違ったかたちで「情報

保護文化」と呼び得るものができ上がっ

たのではないかと思います。

── しかし現実には、すべてを包括

するようなかたちの個人情報保護法案

がいきなり現れたと？

奥平 そういうところが日本独自の文化

の在り方なのかな、と思うわけです。私

はどちらかというと英米法的世界に馴染

みを感じる者ですが、そこでは正義につ

いての個別的な理念、つまりナチュラル・

ジャスティスが背後にあり、それを確認し

ながら、プラクティスでケースを積み重ね

るかたちでコモンローがつくられていき

ますが、日本ではそういうコモンロー的

発展が見られません。今回も、原理原則

についての議論、つまりプライバシーとは

何か、個々人にとってどのような意味が

あり、社会にとっての意味があるのか、そ

ういった理念についての議論を詰めな

いまま、IT革命は景気回復に役立つか

もしれない、ここまできたらもう推し進め

るしかない、人々が不平不満を抱かな

いようにしなければならない、と走ってし

まった印象があります。

── そのような経緯から生まれた個人

情報保護法案をどのようにご覧になりま

すか？

奥平 私が指摘した成り行きからくるも

のが、法案のどこに現れているか、因果

関係を辿るのは難しい。そこに明らかな

本質的欠陥を指摘できるほど霞ヶ関の

官僚は愚かではないということです。所

与の条件の中、それなりに英知を尽くし

てつくり上げられた法案であることはあ

えて否定しません。

個人情報の保護と活用の対立という

観点から、あえて指摘するなら、やはり有

用性を優位に置いているのではないか。

第1条は「個人情報の有用性に配慮し

つつ、個人の権利利益を保護することを

目的とする」という書き方です。そこでい

う「有用性」は個人にとってではなく、取

扱事業者、あるいはIT革命を展開して

いく上においての「有用」であり、すなわ

ち、コンピュータの論理に従った「有用」

ということです。あるいは法律の責任者

としてIT担当の大臣が前面に出てくる

事実そのものが「有用性」の優位性を示

してはいないでしょうか。彼はプライバシー

の専門家ではないわけですから。

── 同法案は官民共通で守るべき基

本原則と、一定量の個人データベースを

扱う個人情報取扱事業者が守るべき義

務規定（17頁・資料参照）が盛り込まれ

ています。基本法、包括法としてはどのよ

うに評価されますか?

奥平 標準装備、というのが率直な印

象です。第2章に、官民共通、個人情報

を取り扱う者が自主的に努力すべき基

本原則として、「利用目的の制限」など

五つの原則を並べていますが、これは
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※1 行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律：昭和
63年12月16日公布。平成10年10月1日、平成11年10月1日施行。

※2 情報公開法：正式名は「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」。行政
機関が保有する情報を原則として公開とし、国の内外を問わずすべての者に情報

開示を求める権利（開示請求権）を与える法律。平成11年5月14日公布。平成13
年4月1日施行。

※3 改正住民基本台帳法：平成11年8月18日に公布。平成14年8月5日施行。



基本原則 OECD 8 原則

「メディア規制3点セット」

── 同法案は、青少年有害社会環境

対策基本法案、人権擁護法案とともに

「メディア規制3点セット」と呼ばれ、政府

機関による報道への不当な干渉につな

がりかねないと、日本新聞協会など報道機

関が反対を表明する事態となりました。

奥平 情報システムと合わせてプライバ

シーを保護する目的で法律をつくろうと

いう努力をしていた時、政治家のプライ

バシーにかかわる報道がいくつかありま

した。そのため、この法案に反対する立

場の人達から、立法の過程において水

面下で動きがあり、「政治的目的」が一

枚加わったと読み取られる格好になっ

た。奇しくも人権擁護委員会でも似たこ

とになったのではないかと思われます。

私も1990年代後半、メディアの振る舞い

に非がなかったとは言えないと思います

が、人権擁護委員会は、個人の人権は

保護しなければならない、当然マスメディ

アもその義務を負う、という意見を市民も

バックアップしてくれるという期待を抱い

ていたように思います。

「政治目的」が加わったと見なされる

かたちになったこと。それが、私が冒頭、

不幸な出発、としたもう一つ意味です。

あるいは現に、そのように場当たり的・自

己中心的に理解する政治家がいるので

はないかと、私は恐れるわけです。

── 個人情報保護法案で言えば、報

道機関の報道目的に関しては、義務規

制は適用除外としています。政府も報道

規制の意図はないという意見を強調して

います。

奥平 政府、あるいは立案にかかわっ

た人達が不幸な防戦を強いられたのだ

とすれば、それは包括法としたことに起

因すると言えるでしょう。要するに大きく

網を張りすぎてしまったということです。

基本法として個人情報取扱事業者を一

括したため、個々の業の扱いが見えに

くくなった。報道をどう扱うか、ということ

になり、第5章に基本法制として、民間事

業者が遵守すべき行為規範を挙げる

が、報道は別、という括りにせざるを得な

くなった。そのため、報道機関であって

も、その保有する個人データベースを報

道目的ではなく、事業目的で供すると、

その限りにおいて適用されるのか？そも

そも報道の概念とは？報道の主務大臣

とは誰か？そのような疑問が必然として

導出されざるを得なかった。第55条の適

用除外については報道に議論が集中し

ていますが、学校一般を落としていいの

か。「学術研究を目的とする機関」とあ

るが、「教育」目的で展開している学校

も個人情報を持ち、事業として利用して

いるわけですから。

個人情報取扱事業者といっても、業

種・業態によって扱う個人情報、個人に

OECD8原則に則った内容です（表参

照）。一定の水準を保っているとも言えま

すが、見方を変えれば、時間をかけて成

熟させて、特別なシステムを創出したと

いうわけではない。標準に合わせるだけ

であれば、なぜこれほど時間がかかったの

かとも言える。基本原則について私の疑

問を一つ挙げるなら、思想信条の自由と

いったセンシティブな事柄についての情

報収集を制限する規定を設けるべきで

あったのではないかということはありま

す。

より構造的な問題を言えば、包括法で

あり、基本法でもあるというかたちをとっ

たため、どこからどこまでが基本的な理

念の問題で、包括的な問題なのか、逆

に、取扱業の態様に適合的で具体的な

義務とは、いかなるものかといったことが

とらえづらい性格の法案になったところ

があります。
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個人情報が個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱
われるべきものであることにかんがみ、個人情報を取り扱
う者は、以下の基本原則にのっとり、個人情報の適正な
取扱いに努めなければならない。（第3条）

○責任の原則

管理者は諸原則実施の責任を有する

◎利用目的による制限（第4条）

個人情報は、その利用の目的が明確にされるととも
に、当該目的の達成に必要な範囲内で取り扱われな
ければならない。

◎適正な取得（第5条）

個人情報は、適法かつ適正な方法で取得されなけれ
ばならない。

◎正確性の確保（第6条）

個人情報は、その利用の目的の達成に必要な範囲内
で正確かつ最新の内容に保たれなければならない。

◎安全性の確保（第7条）

個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失又はき
損の防止その他の安全管理のために必要かつ適切
な措置が講じられるよう配慮されなければならない。

◎透明性の確保（第8条）

個人情報の取扱いに当たっては、本人が適切に関与
し得るよう配慮されなければならない。

○目的明確化の原則

収集目的を明確にし、データ利用は収集目的に合致
するべき

○利用制限の原則

データ主体の同意がある場合、法律の規定による場
合以外は目的以外に利用使用してはならない

○収集制限の原則

適法・公正な手段により、かつ情報主体に通知
又は同意を得て収集されるべき

○データ内容の原則

利用目的に沿ったもので、かつ、正確、完全、最新で
あるべき

○安全保護の原則

合理的安全保護措置により、紛失・破壊・使用・修
正・開示等から保護するべき

○公開の原則

データ収集の実施方針等を公開し、データの存在、
利用目的、管理者等を明示するべき

○個人参加の原則

自己に関するデータの所在及び内容を確認させ、又
は意義申立を保証するべき

基本原則とOECD8原則の対応表

出典：内閣官房個人情報担当室による



与える被害の可能性、効果もそれぞれ違

う以上、丁寧な議論が不可欠です。

マスメディア規制の点で言えば、本来

であれば、メディアは完全に除外すべき

だった。個人情報を保護するための手

当てが最も必要な、典型的な業者に限っ

て出発して、それらについて基本方針を

徹底させ、権利保護のシステムを構築し

ていくべきでした。

── 司法による規制というかたちで報

道の自由は担保されているのでは？

奥平 裁判に行く前に、暗黙のうちに特

別なる保護体制が形成されることに懸

念を覚えます。今後、メディアは人権保護

のため苦情・不服の処理をする機関を

設け、あるいは基準を設ける動きを進め

るでしょう。それに各事業体はどのように

対応していくのか。あるいはラディカルな

メディアが権力との緊張関係を維持して

いくのかもしれませんが、一方、メインメ

ディアが萎縮して、じわじわと体制に順

応していくのではないか。戦前の体質を

考えますと、どうしてもその懸念をぬぐい

去ることはできません。

── 内部通報者の保護制度を整える

といったフォローが必要であるということ

でしょうか？

奥平 2000年9月の東海村の核燃料加

工会社の事故の直後、原子炉等規制法※4

で、安全性に関する内部通報者を不利

に扱ってはいけないという条項（法66条

の2第1項）が盛り込まれましたが、その

ように臨機応変に球を拾い、個別的にそ

して迅速に適合的な仕組みをつくって

いくことを意識しなければなりません。

保護と利用のバランス

── この法案を憲法という視点から見

た時、どのような点が指摘できますか？

奥平 まず、個人情報を保護してもらう

権利を憲法は当然に予定しており、この

法案はそういう権利を具体化する法律

として用意されなければならないという

ことです。

では、法案の合憲性ということですが、

憲法学者が真正面から違憲と糾弾すべ

きような法案は、今の世の中、そうは出て

きません。もちろん法律家の中には、今

回の法案を違憲と見なす方もいます。第

5条で「個人情報を適法かつ適正に取

得されなければならない」として、取材源

に圧力をかけるのは憲法に違反すると。

しかし私の理解では、憲法に照らして、

真正面から条文に明確な瑕疵を指摘す

ることはかなり難しい。

つまりこの法律が、憲法で期待され得

るものになるか否かは、育て方いかんと

いうことです。私は法律というのは、常に

形成過程にあるべきだと思うわけです。

理念を打ち出し、それを具体化し、育てて

いく。今回の個人情報保護法案はそのよ

うな議論の契機になり得る意味において、

客観的意義を否定できないと思います。

── 法律を育てていくバックグラウンド

としての日本社会をどのようにとらえら

れていますか？

奥平 日本の企業は、1970年代、1980

年代、テクニカリティなキャッチアップのた

め、駆け足で走るという宿命がありまし

たが、それを差し引いても、プライバシー

保護の必要性を言い出すまで、あまりに

も時間がかかっています。アメリカでは

企業活動を展開する人達の間から、こ

のままいくとプライバシー侵害の可能性

がある、という発言が出て、自主的に、政

府とまったく無関係なかたちで議論を積

み重ねていました。日本の企業はどれだ

けそのように意見を表明してきたか。

憲法学から言えば、個人の権利を保

障するために、権力をどのように制限し

てつくり上げるかという立憲主義と、つく

り上げた政府機構に人々がどのように

参加するかという民主主義、欧米にはそ

の対峙から発生する緊張が存在してい

ます。日本の場合、ようやく半世紀前、そ

の基盤ができた。それを支える市民社

会、個人の意識、いろいろなかたちで模

索しながら、青息吐息でここまでやって

きましたが、あちらこちらに不十分さを残

していることは認めざるを得ません。

── 戦後の民主主義社会において、

日本の政治・行政はそれほど強権的な

ことはしないだろうという市民側の依存

が議論の深化を妨げたということは？

奥平 私も法制度はその国の文化、伝

統の影響を受ける面があるのだろうと思

います。しかし、インターネットをはじめと

する技術の進展によって情報の問題は、

すでに日本国一個の国内に閉じられる

テーマではありません。であれば、日本

社会のパターナリズム（温情的父権主

義）が内在する問題についても論じられ

るべきです。さらに普遍的には、政治・行

政による「管理」は本質的に個人の自由

に対立し得るものであることを指摘し続

けなければなりません。

それらをふまえ、個人情報の保護と利

用のバランスをいかに考えていくか。私

としては、異論のないところで情報シス

テムをつくり、その上で、コンピュータの論

理に従った利用を展開することを最大

限期待していきたいと思います。
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